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2000年代に入ってとくに、女性活躍推進に真剣に取り組む企

業が多くなった。女性管理職の人数も増えてはいるが、その割

合は国際標準からは遠い。原因は何か。そして、次は何をすべ

きなのか。今後の女活（女性活躍推進）を考えてみたい。

かわらず、である。韓国で女性の管

理職が増えた背景には、IMFの支援

でアジア通貨危機を乗り越えた韓国

が、IMFの要請に従って、雇用の流

動化や企業の能力主義管理を強めた

ことがある。日本は、女活における

後進国なのだ。

法律の整備によって 
女性に対する差別をなくす

日本企業の女活の歴史は古く、

1986年の男女雇用機会均等法の施

行から始まっている。この法律にお

日本企業の女性管理職の比率は、

1990年から2010年の間で、約3倍

に増えた。だが、増えたとはいって

も、管理職全体で見れば1割を切っ

ており、諸外国との比較では、欧米

はおろかフィリピンやマレーシアな

どのアジア諸外国よりもはるかに低

い（図1参照）。2008年には、家父

長的な儒教思想が強く、女性の社会

進出が遅れていた韓国にも抜かれて

しまっている。日本の女性管理職比

率が8.9%だった2002年当時、韓国

は4.9％と大きな差があったにもか
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第2特集

“女活”は第3フェーズへ

いて、募集・採用、配置・昇進につ

いて女性と男性を均等に取り扱う努

力義務、教育訓練、福利厚生、定年・

退職および解雇について、女性であ

ることを理由とした差別禁止が定め

られた。とはいえ、努力義務では実

効性に乏しく、多くの企業で「コー

ス別人事制度」が導入され、男性は

全員「総合職」、圧倒的多数の女性

は補助的な仕事を担う「一般職」と

して雇用された。女性にとって、働

く環境は実質的には変わらなかった

のである。

女活1.0

1986年の「男女雇用機会均等法」 の施行は、企業がそ
れまでの性別役割分業を見直す契機となった。1997年
の「改正男女雇用機会均等法」によって、募集・採用、
配置・昇進などにおいて男女の差別が全面的に禁止とな
ると、企業の女活に対する取り組みは大きく前進した。 

法の整備によって 
「女性に対する差別をなくす」時代 

■女性雇用者数比率（1990年） 37.9%

係長職 5.0% 課長職 2.0% 部長職 1.1%

■女性管理職比率 （1990年）

ワークライフバランス施策を
充実させ、 「女性が働きやす
い環境を整える」時代
団塊世代の一斉退職や企業の好業績を背景に
女性の労働力への期待は高まり、女性の職域
は広がった。また、少子化への対応策として、
企業が育児休暇や育児時間などのワークライ
フバランス施策を充実させた結果、女性の勤
続年数がのびた。 

■女性雇用者数比率（2006年） 41.6%

係長職 10.8% 課長職 5.8%

部長職 3.7%

■女性管理職比率 （2006年）

女活2.0
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しかし、1997年の「改正男女雇

用機会均等法」（施行は1999年）に

よって、日本企業の女活は大きく前

進する。女性に対する差別の努力義

務だったものが禁止規定へと変更に

なり、ポジティブ・アクション関連

の規定も創設された。合理的な理由

がある場合を除いては、募集・採用

の対象を男性のみに限定することが

禁止となった。女性の職域は広がり、

総合職の女性も徐々に増え始めた。

働きやすい環境を整え 
女性管理職を増やす

2002年以降、好業績や団塊世代

の一斉退職を背景に、企業は女性の

採用を拡大した。しかし、社会的に

も女性の活躍が奨励される一方で、

少子化が深刻な問題となっていった。

2005年には合計特殊出生率1.26と、

1947年以降の統計史上過去最低と

なった。

これに対して企業は、「育児と仕

事の両立」のために、環境を整備し

始める。育児休職制度や時短勤務制

度などのワークライフバランス施策

を用意し、復職したくても子どもの

預け先のない母親のために、事業所

内託児所を開設する企業も出てきた。

環境を整えるとともに、女性の活

躍を促進しようと、企業は女性管理

職の育成に力を入れた。女性のため

の管理職研修を行う、何年までに何

名の女性を管理職にするといった数

値目標を立てる、ロールモデルを提

示するなどの取り組みがなされた。

第3フェーズは 
女性の能力を生かす

その結果、係長職や課長職の女性

比率は増えてきてはいる。だが、そ

の変化は微々たるものである。また、

男性並みに長時間働く女性ばかりが

管理職に登用される、出産後時短勤

務を利用した女性が、昇進をあきら

めてマミー・トラック＊に入るなど

の課題も出てきた。

少子高齢化やグローバル化など、

環境が大きく変化するなかで、女性

の能力を生かすことが経済の活性化

には不可欠だという認識は強まって

いる。それにもかかわらず、女性管

理職の育成が進まない背景には、ワ

ークライフバランス施策やポジティ

ブ・アクションでは解決できない問

題が存在するとは考えられないだろ

うか。

ここからは、女性管理職比率の高

い企業の事例を通して、今後の女活

を考えてみたい。

管理的職業従業者に占める女性の割合（図1）

女活3.0

真のダイバーシティへ

■女性雇用者数比率（2010年） 42.6%

係長職 13.7% 課長職 7.0%

部長職 4.2%

■女性管理職比率 （2010年）

出典：女性雇用者数比率は厚生労働省「平成
22年版　働く女性の実情」、女性管理職比率
は内閣府「平成23年版　男女共同参画白書」

多様な価値観を生かすことが競争優位とな
るなか、女活は企業の生き残りをかけた経
営戦略になっている。管理職に女性を登用
する動きも強まっているが、男性並みにハ
ードに働く女性ばかりが重用されるといっ
た課題も出てきている。

そして現在  

＊出世コースを外れ、時短勤務などを利用して働きながら子育てをする生き方。

■ 就業者　
■ 管理的職業従事者

就業者に占める女性の割合は同水準でありながら、管理
職の女性比率は著しく低い。日本の数字は総務省「労働
力調査」（2008年）、その他の国はILO「LABORSTA」
2008年の調査より作成。各国2008年のデータを使用。
管理的職業従事者の定義は国によって異なる。

出典：内閣府「平成22年版　男女共同参画白書」
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入荷したままの荷役台に乗ってい

る商品を大型倉庫用の棚に並べて販

売し、管理や陳列にかかるコストを

徹底的に抑えることで、高品質な商

品を低価格にて提供するコストコ 

ホールセール（以下、 コストコ）。

1976年アメリカで誕生し、会員制

による顧客確保によって、2011年

末時点で世界各国に590の倉庫型店

舗（倉庫店）を出店している。日本

では、1999年福岡県久山に１号倉

庫店を出店し、現在では全国で13

倉庫店を構える。13倉庫店中2倉庫

店の倉庫店長（部長）が女性であり、

副倉庫店長（副部長）、マネジャー（課

長）、スーパーバイザー（係長）の

各階層とも女性比率は約3割に上る。

こうして女性が活躍する背景には、

性別、国籍、年齢、そして雇用形態

にかかわらず、すべての従業員に公

いれば、新入社員でも4年の社歴に

なる。管理職への挑戦も夢ではない。

「弊社の給与体系は、パート・アル

バイトだけでなく、一般社員も時給

制で、総労働時間の累計に比例して

昇給していきます。新入社員は、学

生アルバイト期間の勤続時間や、そ

れまでの時給をそのまま引き継ぐこ

とができます」（中川氏）

時給は既定のチャートに沿って上

がり、週40時間働く一般社員のス

ケジュールをこなせば、半年に1回

昇給する。そのまま順調に上がると、

3年半で最高時給に到達する。さら

なる昇給を望むのであれば、ジョブ

ポスティング制度を使って年俸制で

ある管理職を目指すしかない。実際

は、最高時給に達する前に、ジョブ

ポスティングで管理職になるケース

も多いという。倉庫店間や部署間の

異動なども含め、多くの従業員がこ

の制度を利用している。

ジョブポスティングの選考は、入

社後どのような仕事の幅を経験し、

どのようなパフォーマンスをあげた

かによって判断される。選考の結果、

落ちる人も当然出るが、こうした人

へのケアも重視する。面談を実施し、

なぜ選ばれなかったのか、今後どう

いったところを改善すればいいのか

を説明している。同社では、こうし

たフィードバックが人材育成には大

平な人事制度がある。

一般社員も時給制 
ジョブポスティングで上を目指す

入社１年目に、管理職に就任。　

一般的な日本企業では考えられな

い昇進が、コストコでは起こりうる。

「ジョブポスティングという制度があ

ります。欠員が出たときや新倉庫店

をオープンするときは、一部のトッ

プレベルのポジションを除いて社内

公募をすることになっており、入社

後3カ月を経過した従業員であれば、

アルバイトやパートでも、全国どの

ポジションにも応募することができ

ます」と、人事・総務　マーケティ

ング部長の中川裕子氏は語る。

同社の新卒採用は、同社でアルバ

イトを経験した学生から選考するた

め、大学1年からアルバイトをして

人事・総務　マーケティング部長

中川裕子氏

購買部ソフトライン商品本部長

太田淑子氏

公平性、透明性の高い人事制度で
スキルと向上心のある女性が管理職に

コストコ ホールセール ジャパン

■事業内容／会員制の卸売業　
■本社／神奈川県川崎市川崎区
■従業員数／約5600人　■店
舗数／1999年、福岡県糟屋郡
久山町に第1号倉庫店となる久
山倉庫店を開店。2011年12月
末時点で13倉庫店

女性管理職比率

30％

CASE  1
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事だと考える。上司には「レビュー

（人事考課）は集大成であって、日々

コミュニケーションを図るなかで指

導する」ことが徹底されている。

管理職の要件はスキルと向上心 
性別は関係ない

現在約5600人いる従業員のうち

半数が女性だ。女性従業員がいない

部署はなく、完全能力主義のため、

年下の女性が上司となることも珍し

くない。実際、倉庫店長を務める女

性は2人いて、それぞれ450人から

500人の従業員を管理し、倉庫店の

売り上げ責任を負っている。

「人材育成の最終目標は、倉庫店長

です。そのためにジョブポスティン

グを使って、多くのポジションを経

験してほしいと思います」（中川氏）

では、倉庫店長に求められる能力

とは何だろうか。

「倉庫店長の仕事は、基本的にはハ

ウスキーピングなんです」と、10

年間の倉庫店長の経験があり、現在

は購買部ソフトライン商品本部長を

務める太田淑子氏は語る。

「従業員を指導し、経営トップの考

えを店に反映し売り上げを伸ばすこ

とは、ほかの小売業の店長と同じで

すが、弊社の場合は、細かいところ

まで見る必要があります」（太田氏）

コストコには販売員がいない。探

しやすい商品陳列や、高く積み上げ

た商品の安全性などは、従業員が頻

繁に確認する必要がある。倉庫店内

外やトイレの掃除も、従業員の仕事

だ。倉庫店長は、各担当の仕事内容

を把握したうえで、きちんと運営さ

れているかを自分の目で確かめる。

「倉庫店長に求められる能力とは、

スキルの積み上げと向上心、そして

リーダーシップです。スキルとは、

個々の仕事を理解したうえで、きち

んとそれがやれるということです。

また、最初は時給制なので、時間内

だけ働けばいいという考えでは、管

理職にはなれません。自分の仕事が

会社の利益にどうつながるのかを考

える大きなビジョンとやり遂げる熱

意、リ－ダーシップがあれば、あと

はスキルを積み上げていくだけで

す」（太田氏）

昇進・昇給のしくみ（図2）

ジョブポスティングの権利は、入社後3カ月で与
えられる。応募は何度でも可能で、希望するポジ
ションを目指してチャレンジし続ける人も多い。

天井も高く、広い倉庫店内。商品陳列
は開店前にフォークリフトを使って行
う。通路に一直線に並べるためには、
体力だけでなく高度な技術が必要にな
る。4回の試験を通過して初めてドラ
イバーとして認められる。女性のフォ
ークリフトドライバーも多い。

出典：中川氏への取材をもとに編集部作成

入社

スーパーバイザー
（係長）

マネジャー
（課長）

副倉庫店長
（副部長）

倉庫店長 
（部長）

入社3カ月で
ジョブポスティングの
権利を得る

アルバイト、パート、
一般社員は時給制 

（累積時間によって昇給）

管理職は年俸制 
（業績によって昇給）

給与

時間

ジョブ
ポスティング

ジョブ
ポスティング

ジョブ
ポスティング

ジョブ
ポスティング
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アメリカを本拠地とするザ コカ・

コーラ カンパニーの日本法人であ

る日本コカ・コーラ。ライフスタイ

ルの都市化や健康志向の高まりによ

って飲料に対するニーズが多様化す

るなか、炭酸飲料以外の商品も多い

日本は、諸外国から注目される重要

市場だ。製造販売はボトラー各社が

行い、同社は、ボトラーへの原液の

販売・商品開発・宣伝・マーケティ

ングを担当する。従業員427人のう

ち女性社員の割合は32％、女性管

理職比率は20％と高い。数にこだ

わった女性の活躍推進の成果であり、

公正に能力を評価した結果である。

「消費財の購買決定権の8割を女性

が握るといわれています。決定権者

である女性の価値観を理解できる組

織を目指しているため、現在の日本

ィの戦略フレームワーク」（図３）

に従い、採用、能力開発、人材の定

着の３つのテーマで行っている。

人材の定着に関する施策は、まだ

試験段階だ。在宅勤務をはじめとし

た柔軟な勤務形態、メンター制度の

導入、産休・育休中の従業員への情

報提供などを検討している。

採用は、「新規採用者の5割が女

性」という数字にこだわる。すべて

の採用面接には最低１名の女性社員

が面接官として入り、男性のパラダ

イムのなかで優秀と判断された人材

ばかりが採用されないようにしてい

る。また欠員が生じた場合は、まず

コカ･コーラには女性が活躍できる

機会が多く存在します」と人事タレ

ント アンド デベロップメントシニ

アマネジャーの朝野かおり氏は語る。

3つのテーマで 
ダイバーシティを推し進める

しかし、諸外国のコカ･コーラに

比べると同社の管理職の女性比率は

特に低い。グローバル全体のビジョ

ンとして女性の活躍推進を掲げるコ

カ･コーラのなかで、日本の女性活

躍推進は待ったなしというわけだ。

具体的な取り組みは、ザ コカ･コ

ーラ カンパニーの「ダイバーシテ

ダイバーシティの戦略フレームワーク（図3）

ダイバーシティを受け入れる企業文化や組織が土台としてあり、それに支
えられて採用、能力開発、人材の定着、の3つの戦略が可能になる。

出典：日本コカ・コーラの資料をもとに編集部作成

人事　
タレントアンドデベロップメント
シニアマネジャー

朝野かおり氏

20％

■事業内容／清涼飲料の製造販
売　■本社／ 東京都渋谷区　
■設立／1957年日本飲料工業
株式会社設立。1958年日本コ
カ・コーラ株式会社と社名変更
■従業員数／427人（2012年
4月1日現在）

女性管理職比率

CASE  2

HOWも人事評価の対象項目
かけた時間ではなく、できたかどうか

日本コカ・コーラ

企業文化 組織

・必ず女性社員の面接官を
　１名入れる 
・オープンポジションには
　女性比率50％以上を目指す 
・外部採用の前に既存社員の

引き上げをまず検討 

採用

・ キャリアプランニン
グのワークショップ

・ 出向や短期海外赴任
の促進

・ 女性コミュニティの
設立、運営

能力開発

・柔軟な勤務形態の
　検討 
・メンター制度の導入
・子どもを持つ従業員

への支援 

人材の定着 
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社内に適切な女性人材がいないかを

検討し、外部から採用する場合でも

半数が女性になることを目指す。

能力開発に関しては、全従業員が

キャリアプランを設計し、それに基

づいて、上司とともに具体的な能力

開発計画を作成している。今後は、

自由意思で参加できる女性コミュニ

ティを立ち上げ、勉強会をはじめと

した能力開発の機会を提供していく

予定だ。また、将来有望な人材に対

しては、出向や短期海外赴任の機会

を積極的に与えているが、こうした

人材の選抜において、女性社員が見

逃されないようにしている。

フォーラムで有望な人材を発掘 
明確な基準で公正に評価する

有望な人材は、人材開発フォーラ

ムで選ばれる。人材開発フォーラム

は、後継者を育成する目的で、全社

および部門別で開催され、またその

職責レベルに応じてグローバルでも

定期的に開催している。話し合いは

「後継者育成プラン・人材育成プー

ル」と名付けられた、社員の名前が

能力開発段階（レディネス）順に配

置された一覧表をもとに進められる。

「事業を継続的に運営していくため

に、適切な人材が組織にいるかを見

る枠組みです。人材開発フォーラム

ではこの一覧表を見て、どんな経験

をさせるべきか、どんな異動が可能

かを話し合います。女性の名前は赤

字でハイライトしてあり、女性が少

ない組織やレディネスが視覚的にわ

かるようにしています」（朝野氏）

一覧表の配置は、単年度の業績と

ポテンシャルによって決まる。業績

はWHAT目標とHOW目標の達成度

で評価される。WHAT目標とは、新

製品をいつまでに開発し何割のシェ

アを獲得する、といった業務目標だ。

HOW目標とは、それを達成するた

めの行動目標である。図4を参照し

てほしい。６つの行動特性が定めら

れており、それぞれ、具体的にどう

能力を発揮したかが問われる。

「費やした時間や、どれだけ頑張っ

たかは、評価の対象ではありません。

行動して達成できたかどうかです」

（朝野氏）

こうした、女性社員の積極的な登

用、あいまいさを排除した公平な評

価制度によって、女性の活躍も目立

ってきた。その一方で、管理職にな

ることを望まない女性社員が男性社

員の約3倍いるという。

「人口の約半分は女性ですから女性

リーダーが半分いてもおかしくない

わけです。にもかかわらず実現でき

ない理由には、企業風土や制度など

の外的要因だけでなく、女性の意識

の問題もあると思います。今後は、

身近なロールモデルとの対話や、ネ

ットワークづくりなどを通じて、女

性社員自身の不安軽減や動機づけに

力を入れていきます」（朝野氏）

能力開発のためのHOW目標 （図4）

2012年3月8日の国際女性デーに
ちなんだ社内イベント。年齢や役
職、家族構成の異なる4名の女性
社員が登壇するパネルディスカッ
ションをはじめ、女性社員に自分
の働き方について考えてもらうた
めのプログラムが多数用意された。

HOW目標は、世界のコカ・コ
ーラすべての社員に必要なコ
ア・コンピテンシーだ。能力開
発の際にも、これを指標として、
不足する能力にフォーカスした
プランを企画、実行する。

出典：日本コカ・コーラの
資料をもとに編集部作成

継続的成長を加速する
（思考・アイディアに関する
リーダーシップ） 

①革新的なビジネスの向上を
推し進める

 
②短期と長期の優先事項のバ

ランスを保つ 

③成果をもたらす 

④良いアイディアを受け入れ
提供する

実行を推し進める
（成果に関するリーダーシップ） 

⑤他者を育成し鼓舞する

⑥勝利をもたらす手本となる

可能性を顕在化する
（人に関するリーダーシップ） 



4 2 J U N  - - - -  J U L   2 0 1 2 4 3J U N  - - - -  J U L   2 0 1 2

こで頓挫させるのではなく、ゴール

である「女性の活躍」実現に向けて、

WLBとは異なる角度からの取り組

みを進めよう、というのがここで提

唱する「女活3.0」の中身である。

「女性が活躍している状態」として

は、女性が管理職などの基幹ポジシ

ョンに就いているかどうかが1つの

目安となる。だが、日本では女性の

管理職登用が進んでいない。その理

由には、企業の人材マネジメント上

の問題と、女性の意識の問題がある。

女性管理職を増やすため 
企業サイドに求められる変革

人材マネジメント上の問題とは、

「ミッションと成果」を明確にした

仕事の割り振りや、それに基づいた

人事考課ができていないことだ。な

すべきことが明確になっており、そ

れを達成したかどうか、という視点

で考課をすれば、時間に制約がある

ワーキングマザーであっても、高い

評価を得ることは可能だ。低評価の

場合も、何を改善すればよいのか、

どのようなスキルを身につければよ

いのかを考え、実践できる。

特に管理職については、総合的な

能力やスタンスといったあいまいな

表現で要件を定義されることが多い

が、どのようなスキルと知識を使っ

て、どのような成果をあげることが

女活2.0の結果、女性が出産・育

児などと仕事を両立するための環境

は、それ以前に比べれば飛躍的に向

上した。そして、出産を経ても育児

をしながら働き続ける女性が企業内

に確実に増えている。

しかし、女活とは、ワークライフ

バランス（以下WLB）関連の施策

を導入し、女性がライフイベントを

経ても離職しなくなればそれでOK、

というものではない。文字どおり、

女性が「活躍」しているかどうかが

女活の重要な結果指標だ。

「女性の活躍度」という 
結果指標にこそ着目を

この結果指標が、思ったほど良い

値を示していないため、企業の女活

機運はいまや低下傾向だ。女活をこ

求められているのかを可能な限り明

確にしていく努力が必要だろう。

この意味で、今回取り上げた2社

は女活3.0の理念にかなった制度設

計と運用がなされているといえる。

コストコでは、各職階のミッショ

ンとスキルセットが明確にされてお

り、そのスキルがあるか、という視

点で管理職ポジションの選抜が行わ

れている。「スキルを積み上げてい

くだけ」との言葉どおり、スキルセ

ットが明確になっていれば、それを

獲得するための努力をするのは、た

だ「管理職にふさわしい人格者であ

れ」などと言われるよりずっと簡単

になる。

日本コカ･コーラでも、「かけた時

間は無関係。必要な行動ができたか

どうか」という、ぶれのない行動評

価が行われている。「時間をより費

やしたほうが頑張っているように見

える」という情緒的な評価が入り込

まない制度設計になっているのだ。

こうした「明確さ」と「公正さ」

を意識した人事システムは、女活だ

けでなく、社員全体のレベルアップ

にもプラスの効果をもたらすだろう。

女性たちには 
どういう意識改革を求めるか

一方で、女性の活躍が進まない理

由には、女性自身の意識の問題もあ

Ishihara Naoko_主任研究員。
タレント・マネジメントの視点
から、女性管理職、事業創造人
材、店長などの研究に取り組ん
でいる。

まとめ

女活は、真のダイバーシティ・マネジメントの入口
企業と女性社員それぞれに変革が必要

ワークス研究所主任研究員石原直子
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る。それは、企業内で働き続けるか

らには、企業の求める「活躍」をす

るために自分を成長させ続ける責任

があるという自覚の欠如である。

女活2.0時代、WLBを考慮する施

策が導入されるなかで、ワーキング

マザーたちに、「あなたにもっと頑

張ってほしい、もっと活躍してほし

い」と要請することは徐々にタブー

のようになってしまったのだが、こ

の要請は女活3.0では必須である。

図5は、ワークス研究所で実施し

た調査の結果だ。女性の活躍阻害要

因として、トップや上司、組織風土

という外部環境の問題を挙げる回答

は多いが、女性自身のスキル・能力

不足を自覚する人は、特に課長以下

の職層では15.8%、8位とあまり多

くない。これが部長以上では21.8

％で2位の回答になっているのを見

れば、実際に高いポジションで活躍

している女性たちは、自分自身のス

キルや能力を伸ばすことの重要性を

まずは自覚していると考えられる。

企業が、求めるスキルやミッショ

ンが明確になるように人事システム

を再構築し、女性自身がスキルや能

力を向上させる努力を続ければ、お

のずと評価され、管理職に登用され

る女性の人数は増えていくと考えて

いる。

女活3.0＝ 
真のダイバーシティ1.0

女活は、真のダイバーシティ・マ

ネジメントのエントランス（入り口）

である。

長期雇用を前提に、企業にフルコ

ミットできる「正メンバー」だけが

ポジションや責任ある仕事を任され、

それ以外の人はあくまでも二軍、と

いう旧来型の日本的雇用システムが

機能した時代は終わろうとしている。

「時間に制約のある女性」だけでな

く、有期雇用者、外部の専門家、外

国人など、多様な構成員の能力を最

大限に引き出して、共通のゴールを

目指し、成果を出すのがダイバーシ

ティ・マネジメントである。「女性」

という程度の異質さは序の口で、人

生観や労働観すら異なる人々とどの

ようにパートナーシップを構築する

のか。彼らの能力や知識を受け取る

代わりに、彼らに何を提供できるの

か。こうしたことを考え抜いた企業

だけが、ダイバーシティ時代を生き

抜くことができるはずだ。

女性が管理職として活躍することを阻害している要因（図5） 
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ウェブ調査「仕事と育児の両立に関する調査」
調査概要　対象：正社員として働く20〜50代の女性3500人。
販売・サービス職を除く。
期間：2012年2月15日〜2月29日
回答方法：該当するものすべてを選択

出典：石原直子作成




